
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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店舗兼共同住宅 小規模の店舗併用住宅等
が建ち並ぶ近隣商業地域

新小岩2.2 ㎞

特にない １０．９ｍ区道 新小岩駅南東方2.2 ㎞

コロナ禍の影響で実質賃料に弱含み感はあるが、新規出店の動きもあ
り、商業地需要は再開発予定エリアを中心に堅調である。

小規模の店舗併用住宅等が建ち並ぶ近隣商業地域であり、住宅への用
途変更も散見される。地価は若干の上昇傾向である。

個別的要因に変動はない。

店舗併用住宅等が建ち並ぶ商業地域で格別の変動要因はなく、当面は現状維持と予測する。地価水準は、将来的
には緩やかな上昇傾向と予測する。
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

江戸川区内の近隣商業地域において、多数の信頼性のある取引事例を収集し得た。一方、基準地の存する地域は、繁華
性が比較的低く、賃料水準が低めにおさえられている。さらに収益還元法の適用には想定事項が多く、収益価格はやや
信頼性に欠けると判断せざるを得ない。従って、規範性の高い比準価格を重視し、収益価格を関連付け、鑑定評価額を
上記のとおり決定した。

同一需給圏は、江戸川区内の近隣商業地域である。需要者の中心は、自用の店舗もしくは店舗併用住宅等として使用す
る個人等であるが、居住目的の個人も少なからず存在する。コロナ禍の影響で事業収益の回復には時間がかかりそうだ
が、低金利政策の維持により商業地についても、不動産需要は高まりつつある。市場の中心価格帯は、取引によりばら
つきはあるが、土地の単価で１㎡当たり３０万円台である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

江戸川(都) －5 8

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 7

江戸川(都)　5 － 8 東京都 区部第１２ 不動産鑑定士 荒川　真司

株式会社荒川事務所

令和 4 6 28

令和 4 7 5

江戸川区中央二丁目１０８５番４
「中央２－１５－１２」

69
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